預貯金債権の共同相続について─最大決平成28年12月19日金法2058号6頁の検討を通じて（4・完）─ by 足立 清人
北星学園大学経済学部北星論集第59巻第２号（通巻第77号）（2020年３月）・抜刷
【判例研究】
預貯金債権の共同相続について
─最大決平成28年12月19日金法2058号6頁の検討を通じて（4・完）─
足　立　清　人
北星論集（経）　第 59 巻　第２号（通巻第77号） March  2020
─ 195 ─
5．学説
　本決定が出されるまで，預貯金債権の共同
相続について，学説はどのように考えていた
のかを確認する36）。
　当該問題について，学説は，当初，共有説
と合有説の枠組みに従って理解してきた。
　共有説をとる柚木馨は，「分割債権関係を
原則とするわが民法の体系において，明文の
規定なくして─いな『共有』という明文の規
定に反して─不可分債権を主張すべき実定法
上の根拠に乏しい」だけでなく，「一旦分割
された債権も法の規定によって特に共有分割
の対象にくみいれられる，と解することフラ
ンス破毀院の態度と同じくすれば，906条や
912条との矛盾もさけられ」るし，「また相
続分を覚知し得ないことを債権者を覚知しえ
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ない場合に準じて弁済供託（民494条）を許
すならば，超過弁済の危険も解消する」こと
から，債権の帰属についても共有説を貫き，
預貯金債権のような「可分給付を目的とする
債権…は法律上当然に分割され（民427条），
各共同相続人はその相続分の割合に応じて債
権者となる」とした37）。柚木は，債権の帰属
についても，共有説（分割承継説）を一貫し
て主張した。
　もっとも，共有説をとる学者の間でも，（可
分）債権の帰属の仕方については見解が分か
れていた。
　たとえば，青山道夫は，分割承継説をとる
と，「債権者たる共同相続人の立場はよいと
して，債務者は相続人の一人にその相続分を
超えて弁済したことをもって他の共同相続人
に対抗しえないことになり，債務者はきわめ
キーワード：預貯金債権，可分債権，共同相続，遺産共有，遺産分割
判例研究
─ 196 ─
北　星　論　集（経） 　第 59 巻　第２号（通巻第 77 号）
て不利益」となる。また，「遺産の分割につ
いての民法の趣旨からいって（900・912〔条〕
参照），分割までは，債権は，共同相続人の
共同不可分債権と解することが正しい」とす
る38）。
　また，有地亨は，「相続された可分債権は
債務者などの対外関係では各共同相続人に分
割承継されるが，他方，共同相続人間の対内
関係では，遺産分割の際にその相続債権を分
割の対象にし，総合的，合目的的見地から共
同相続人間で分配し直し，他の遺産とにらみ
合わせて，各共同相続人の取得部分を定める」
とする。すなわち，有地は，各共同相続人に
分割承継された金銭債権は，遺産から逸出，
離脱するのではなく，遺産分割の対象になる，
と主張する。その理由は，まず，「金銭債権・
債務を含む遺産を構成する個々の財産は共同
相続人の共有になるが，さらに，それらを含
んだ遺産全体が共有の下に置かれるという二
重の構成がとられ，後者によって金銭債権・
債務も分割の対象に取り込まれることにな
る」とする。次に，「相続開始後遺産分割前
においては，第三者と関係しないかぎり，共
同相続人の間では，各共同相続人は遺産に属
する個々の財産についての持分権に基づいて
共有物の分割を求めることはできない」とす
る。こうして，「遺産全体が共同相続人の共
有の下に置かれているが，遺産分割では，金
銭債権・債務，有体動産，不動産を含めて，
相対的観点から，具体的公平を考慮しながら，
総合的，合理的な分配がなされる」とす
る39）。すなわち，有地は，遺産共有には二重
性があり，対外的には分割承継されても，共
同相続人の間では遺産分割の対象となる，と
解する。
　さらに，品川孝次は，遺産に属する債権の
共同相続を考えるときに，「265条の所謂準
共有を通常の債権についても認めることを前
提として」，「あくまで債権の共同的帰属の一
形態として考えるのであるから，直線的に当
然分割債権なり不可分債権になるはずがな
く，準共有ないし（準）共有持分の基本構成
は通常の共有に準じて考えられるべきであ
り，またその性質の許す範囲で共有の規定が
準用されることになる」とする。そうして具
体的には，「債権の準共有とは，各共有者の
もつ債権が一定の割合で制限し合って，その
内容の総和が一箇の債権の内容と等しくなっ
ている状態である。各共有者は同一給付を目
的とする他の債権によって量的制限された一
箇の債権＝持分債権をもち，それを自由に譲
渡し，それに担保物権を設定し，それに対す
る差押えが可能である。共有債権の保存・管
理については共有規定が準用される」とする。
他方で，「債権の準共有が債権の共同関係で
ある以上，多かれ少なかれ多数当事者の債権
関係の規定の類推適用をうけることになる」
とする。具体的には，「共有債権の請求・弁
済関係や一人の債権者について生じた事由の
他の債権者に及ぼす影響などについては原則
として民法427条以下の規定が準用される」
とする。したがって，「債権の準共有は，そ
の内容構成に関して，共有規定および多数当
事者の債権関係の規定の二面からの規制をう
けることになる」とする。品川は，このよう
な理論構成は，「共有の客体が可分債権であっ
ても基本的に変わりはなく，それが主体の数
に応じて終局的に分割され各共有者に全く独
立的に分属してしまうのではない」と考え
る40）。品川は，預貯金債権のような可分債権
の保存・管理については共有規定が準用され
る，と解していると思われる。
　品川と同様に，同じく可分債権の準共有説
をとる米倉明は，「遺産共有の特殊性（その
暫定性，総合的分割への志向）に，および，
民法の用意している相続法の規定にいっそう
適合した処理を導き得る」法的構成を試みる
べきである，とする。債権の準共有説の根拠
は，898条，899条および264条にある，と
する。可分債権の分割承継説は，427条が，
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264条但書の「法令に特別の定めがあるとき」
に当たる，と解して，可分債権が分割承継さ
れる，とするが，米倉は，「可分債権が相続
された場合における共同相続人間の関係に
は，264条但書を介して相続法が適用され，
従って，当然分割帰属ではなく，遺産分割前
は準共有であって，遺産分割を経て帰属が決
まることになる」とする。すなわち，「遺産
分割前における債権者と債務者との関係およ
び債権者間の関係についてもまず相続法の規
定が探求され，そこに適切な規定が見出され
ない場合には物権法の共有規定の準用が試み
られるべきである」とする。具体的に，可分
債権の帰属面については，「準共有にかかる
債権そのものの処分（例えば譲渡）について
は全員の同意を要し（251条準用）」，「債権
からの収益分配，…債権の保存・利用方法の
決定（管理についての決定）については多数
決によるのが原則である（252条準用）」と
する。可分債権の行使面についても，「準共
有にかかる債権の行使が債権を消滅させるこ
とに連なり，一種の法律的変更に当たるとと
らえて，債権の行使は全員の同意の下におい
てのみ許されるというべきである（251条準
用）」とする41）。米倉は，債権の準共有説を
解釈論的に明確にして，品川説をさらに徹底
させた。
　本決定の裁判官の1人であった岡部喜代子
は，共同相続による相続財産は，各相続人の
共有に属し，可分債権は当然分割される（427
条），と解する。そうして，遺産分割の対象
財産は，相続開始時に存在した全遺産であり，
分割帰属した可分債権も当然それに含まれ
る，とする。その（具体的相続分に応じた）
相続の仕方としては，（可分債権が分割帰属
し，すでに支払われてしまったとしても，）「分
割すべき財産あるいは分割すべきであった相
続財産を計数上分割の対象財産（計数上の対
象財産…）として計上」するべきである，と
して，このことによって，「計数上全遺産を
具体的相続分によって分割できる」とする。
具体的には，遺産分割時に「存在する遺産の
みについてその帰属を定め，その他は債務負
担による調整を行う」とした。こうして，岡
部は，「可分債権は相続開始と同時に法定相
続分によって分割されるが，遺産分割時にこ
れを計数上の対象財産とすることによって具
体的相続分に応じた遺産分割ができることに
なる」とした42）。
　合有説をとる中川善之助・泉久雄は，預貯
金債権のような可分債権についても，「合有
的観点からすれば，債権は可分不可分を問わ
ず，先ず相続財産に帰属するものと考えるべ
き」であり，共同相続人の持分は「通常の準
共有の如く独立性をもたず，いわば仮の分け
前である」。したがって，可分債権も，「恰も
不可分債権のように，共同相続人に帰属する
のであって，相続開始と同時に，当然分割さ
れるものではない」とする43）。そもそも，現
在，遺産共有の法的性質について，合有説を
とる学説は少ない44）。
　預貯金債権のような可分債権の分割承継説
を制限する判例や裁判例の登場とともに，学
説もそれに従った展開をしていく
　伊藤栄寿は，本決定以前の最高裁判決によ
る問題提起から，預金債権を可分債権と考え
るか不可分債権と考えるかという問題設定自
体が不適当であり，預金契約の内容，預金種
別に即して，預金債権の共同相続について検
討が必要である，とした45）。
　また，川地宏行は，「預金債権の共同相続
の問題を預金契約上の地位の相続と捉え直
し，預金契約上の地位ならびに預金契約上の
預金債権と解約権は共同相続人に準共有さ
れ，預金債権は遺産分割の対象となる。預金
契約（預金口座）の解約権ならびに預金債権
の行使は共有物の変更として共同相続人全員
の同意が必要であり，払戻金は共同相続人の
共有となる」とする46）。
　さらに，窪田充実は，可分債権である金銭
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債権一般を対象として，「金銭債権について
も，遺産分割の対象とすることが実質的にも
適切だ」として，そのためには，法改正が望
ましいが，「現行法の解釈としても民法264
条ただし書の『特別の定め』を相続法に規定
されたルールと解することで実現が可能」で
ある，とする。すなわち，「遺産分割前の金
銭債権は，共同相続人に準共有され，共同相
続人全員の同意を得ないと行使することがで
きないと解する立場が説得的」である，とし
て，このことは，金融機関での「預金の払戻
においては実質的に同様の手順が求められて
いるのであり，また，遺産分割は共同相続人
の間でなすべきものなのであるから，このよ
うな考え方をルールとして導入することは，
現在の状況に極端な変化をもたらすものでは
なく，その〔共同相続人の〕負担も合理的な
範囲内のものだと考えられる」とする47）。
　学説は，当初，共有説・合有説の枠組みの
なかで，論理的に，預貯金債権のような可分
債権の取扱いを論じていたが，（預貯金債権
のような）可分債権を発生させる（預貯金）
契約の法的性質や内容に着目した（金融実務
に配慮した）判例や裁判例の登場とともに，
その枠組みで当該問題について検討を行うよ
うになった。
　なお，金融実務では，被相続人（死者）の
預貯金債権の払戻しについては，遺言や遺産
分割協議書がないときには，被相続人の出生
から死亡までの戸籍謄本を揃えて，共同相続
人を確認し，その上で，共同相続人全員の署
名・捺印（，住民票の写し）が要求されてい
る48）。
6．本決定の検討
　本決定は，預貯金一般の性格などを踏まえ
つつ，各種預貯金契約に基づく預貯金債権の
内容及び性質から，共同相続された普通預金
債権，通常貯金債権及び定期貯金債権は，い
ずれも，共同相続人の合意の有無にかかわら
ず（その合意がなくても），相続開始と同時
に当然に相続分に応じて分割されることはな
く，遺産分割の対象となる，としたものであ
る49）。その理由は，①遺産分割においては，
被相続人の財産をできる限り幅広く対象とす
ることが望ましく，また，遺産分割手続上の
観点から，現金のように，遺産分割の方法を
定めるに当たって調整に資する財産を遺産分
割の対象とする要請があること，②預貯金契
約は，消費寄託契約であると同時に，委任事
務または準委任事務としての性質を有してお
り，預貯金は，確実かつ簡易に換価すること
ができる，という点で，現金との差をそれほ
ど意識させない財産であること，③共同相続
の場合に，一般の可分債権が分割承継される，
という理解を前提としつつも，金融実務上は，
遺産分割手続の当事者の同意を得て，預貯金
債権を遺産分割の対象とするという運用が広
く行われていること，その上で，④預貯金の
内容および性質の検討から，預貯金債権は相
続開始と同時に分割されることはなく，遺産
分割の対象となるものと解するのが相当であ
る，とされた。本稿「4．（2）判例と裁判例
の整理」で確認したように50），本決定は，近
年の判例・裁判例を受け継いだものである。
その理由づけは，預貯金契約上の地位の準共
有という法理論的な理由づけは含むものの─
もっとも，そこから，預貯金契約が準共有と
なり，それが，なぜ遺産分割の対象となるの
かは，論理必然的には出てこない─，遺産分
割手続からの要請や金融実務への配慮といっ
た実務的な理由が強いように思われる。
　本判決には，裁判官岡部喜代子の補足意見，
裁判官大谷剛彦，小貫芳信，山崎敏充，小池
裕，同木澤克之の補足意見，裁判官鬼丸かお
る，木内道祥の補足意見，裁判官大橋正春の
意見がある。繰り返しになるが，各裁判官の
意見について，少し詳しくみてみよう。
　岡部裁判官は，「預貯金債権も当然に分割
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される可分債権に含まれると考えてきた」自
説51）を変更して，「最高裁判所が権利の性質
を詳細に検討して少しずつ遺産分割の対象財
産に含まれる権利を広げてきたという経緯，
預貯金債権も遺産分割の対象とすることが望
ましいとの結論の妥当性，そして上記のとお
り理論的にも可能であるという諸点から」，
多数意見に賛同する。ただし，「当然に分割
されると考えられる可分債権はなお各種存在
し，預貯金債権が姿を変える場合もあり得る
ところ，それらについては…〔自説に従って〕
具体的相続分の算定の基礎に加えるなどする
のが相当であると考える」として，多数意見
の結論は，「預貯金債権について共同相続が
発生した場合に限って認められるものであ
る」とする。
　大谷裁判官，小貫裁判官，山崎裁判官，小
池裁判官，木澤裁判官の補足意見は，多数意
見の考えを認めつつ，多数意見の考えの運用
の結果，生じうる不都合を回避するための法
的手段（仮分割の仮処分）の検討が必要であ
る，とする。すなわち，「預貯金債権が遺産
分割の対象となると，遺産分割までの間，共
同相続人が共同して行使しなければならない
ことになり，預貯金債権を遺産分割の前に払
い戻す必要があるにもかかわらず，共同相続
人全員の同意を得ることができない」事態が
生じて，不都合が生じることがある。このよ
うな事態に対して，遺産分割の審判事件を本
案とする保全処分として，「特定の共同相続
人の急迫の危険を防止するために，相続財産
中の特定の預貯金債権を当該共同相続人に仮
に取得させる仮処分（仮分割の仮処分。家事
事件手続法200条2項）などを活用すること」
が可能だが，預貯金を払戻しの類型に応じて，
保全の必要性など，保全処分が認められるた
めの要件や疎明のあり方が検討される必要が
ある，とした。
　鬼丸裁判官も，多数意見に従うが，私見と
して，多数意見が述べるように，預貯金「債
権は，口座において管理されており，預貯金
契約上の地位を準共有する共同相続人が全員
で預貯金契約を解約しない限り，同一性を保
持しながら常にその残高が変動し得るものと
して存在するのであるから，相続開始後に被
相続人名義の預貯金口座に入金が行われた場
合，上記契約の性質上，共同相続人は，入金
額が合算された1個の預貯金債権を準共有す
ることになる」と解する。その結果，相続開
始後の預貯金債権の増加分も含めた全体が遺
産分割の対象となる，と解することができる，
とされる。このように解すると，「〔1〕相続
開始後に相続財産から生じた果実，〔2〕相
続開始時に相続財産に属していた個々の財産
が相続開始後に処分等により相続財産から逸
出し，その対価等として共同相続人が取得し
たいわゆる代償財産（例えば，建物の焼失に
よる保険金，土地の売買代金等），〔3〕相続
開始と同時に当然に分割された可分債権の弁
済金等が被相続人名義の預貯金口座に入金さ
れた場合〔すなわち，預貯金債権になった場
合〕も，これらの入金額が合算された預貯金
債権が遺産分割の対象となる」とする。「こ
の場合，相続開始後に残高が増加した分につ
いては相続開始時に預貯金債権として存在し
たものではないところ，具体的相続分は相続
開始時の相続財産の価額を基準として算定さ
れるものであることから（民法903条，904
条の2），具体的相続分の算定の基礎となる
相続財産の価額をどう捉えるかが問題」とな
る，として，この点については，「相続開始
時の預貯金債権の残高を具体的相続分の算定
の基礎とすることが考えられる一方，上記
〔2〕，〔3〕の場合，当該入金額に相当する財
産は相続開始時にも別の形で存在していたも
のであり，相続財産である不動産の価額が相
続開始後に上昇した場合等とは異なるから，
当該入金額に相当する相続開始時に存在した
財産の価額を具体的相続分の算定の基礎に加
えることなども考え得る」とする。「もっとも，
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具体的相続分は遺産分割手続における分配の
前提となるべき計算上の価額又はその価額の
遺産の総額に対する割合を意味するのである
から（最高裁平成11年（受）第110号道12
年12月24日第一小法廷・民集54巻2号523
頁参照），早期にこれを確定することが手続
上望ましいところ，後者の考え方を採る場合，
相続開始後の預貯金残高の変動に応じて具体
的相続分も変動し得ることとなり，事案に
よっては具体的相続分の確定が遅れかねない
などの遺産分割手続上の問題が残される」と
して，「共同相続人間の実質的公平を図ると
いう見地から，従来の実務の取扱いとの均衡
等も考慮に入れて」，今後，検討が必要である，
とした。
　木内裁判官も，多数意見に賛同して，預貯
金債権は，「支払の確実性，現金化の簡易性
等に照らし」，「その額面額をもって価額と評
価することができることからしても，共同相
続人全員の合意の有無にかかわらず遺産分割
の対象となると考える」とする。他方で，私
見として，債権については，「その有無，額
面額及び実価（評価額）について共同相続人
全員の合意がある場合を除き，一般的に評価
が困難というべきである」として，「債権を
広く一般的に遺産分割の対象としようとする
と，各相続人の具体的相続分の算定や取得財
産の決定が困難となり，遺産分割手続の進行
が妨げられ，その他の相続財産についても遺
産分割の審判をすることができないという事
態を生ずるおそれがある」とし，このように
「相続財産に対する各相続人の権利行使が制
約される状態が続くことは，遺産分割審判制
度の趣旨に反する」ものである，とした。し
たがって，「額面額をもって実価（評価額）
とみることができない可分債権については，
上記合意がない限り，遺産分割の対象とはな
らず，相続開始と同時に当然に相続分に応じ
て分割されるものと解するのが相当である」
として，遺産分割の対象とならない上記可分
債権は，903条および904条の2の「相続開
始の時において有した財産」には含まれない
と解した。
　大橋裁判官は，多数意見の結論には賛成す
るが，その理由については異にする，という。
問題は「相続開始と同時に当然に相続分に応
じて分割される可分債権を遺産分割において
一切考慮しないという現在の実務（以下「分
割対象除外説」という。）にある」とする。
そうして，大橋裁判官は，「可分債権を含め
た相続開始時の全遺産を基礎として各自の具
体的相続分を算定し，これから当然に分割さ
れて各自が取得した可分債権の額を控除した
額に応じてその余の遺産を分割し，過不足は
代償金で調整するという見解（以下「分割時
考慮説」という。）を採用すべき」と主張する。
その理由は，「遺産の分割は，遺産全体の価
値を総合的に把握し，これを共同相続人の具
体的相続分に応じ民法906条所定の基準に
従って分割することを目的とするものであり
（最高裁昭和47年（オ）第121号同50年11
月七日第二小法法廷判決・民集29巻10号
1525頁参照），ここにいう『遺産全体』が相
続開始時において被相続人の財産に属した一
切の権利義務（同法896条）を指すことには
疑問がない。したがって，遺産分割とは，相
続開始時において被相続人の財産に属した一
切の権利義務を具体的相続分に応じて共同相
続人に分配することであるといえる。これに
対して，分割対象除外説は，遺産を構成する
個々の相続財産の共有関係（同法898条）を
解消する手続が遺産分割であると捉え，かつ，
可分債権について共有関係が生じないと解し
て，可分債権は遺産分割の対象とならないも
のとする。しかし，個々の相続財産の共有関
係を解消する手続は，遺産全体を具体的相続
分に応じて共同相続人に分配するという遺産
分割を実現するための手続にすぎないのであ
るから，この意味における遺産分割の適切な
実現を阻害する分割対象除外説を採用するこ
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とはできず，分割時考慮説が正当なものと考
えられる」とする。また，分割対象除外説を
とると，「遺産分割時に預貯金が残存してい
る場合には，具体的相続分に応じた分配をす
ることができるのに対し，共同相続人の1人
が被相続人の生前に無断で預貯金を払い戻し
た場合には，被相続人が取得した損害賠償請
求権又は不当利得返還請求権について具体的
相続分に応じた分配をすることができない」。
これに対して，分割時考慮説によれば，「後
者の場合においても具体的相続分に応じた分
配をすることができ，結果の衡平性という点
においてより優れている」とする。さらに，「法
律の専門家でない一般の被相続人としては，
遺産を構成する債権が可分債権であるか否か
によって結果は異ならないと期待していたと
考えるのが自然である」。したがって，分割
対象除外説は被相続人の期待に反する結果を
生じさせる，とする。こうして，大橋裁判官
は，分割対象除外説に基づく原決定を破棄し，
分割時考慮説に基づく本決定は相当であると
考える。
　もっとも，大橋裁判官は，「普通預金債権
及び通常貯金債権を準共有債権とすると，…
被相続人の生前に扶養を受けていた相続人が
預貯金を払い戻すことができず生活に困窮す
る，被相続人の入院費用や相続税の支払に窮
するといった事態が生ずるおそれがあるこ
と」から，「普通預金債権及び通常貯金債権
を可分債権とする判例を変更してこれを準共
有債権とすることには賛成できない」とする。
　各裁判官の補足意見と意見の関係を整理す
る。
　預貯金債権が遺産分割の対象となると，被
相続人の葬儀費用の支払いや，被相続人と生
活を供にしていた相続人の生活費の払戻しな
ど，遺産分割前に預貯金債権を払い戻す必要
が生じた場合に，共同相続人全員の合意がな
いために，預貯金を払い戻せないという不都
合が生じる可能性がある。このような場合に
備えて，大谷裁判官，小貫裁判官，山崎裁判
官，小池裁判官，木澤裁判官は，「特定の共
同相続人の急迫の危険を防止するために，相
続財産中の特定の預貯金債権を当該共同相続
人に仮に取得させる仮処分（仮分割の仮処分。
家事事件手続法200条2項）などを活用する
こと」を提案する。他方，この問題に対して，
大橋裁判官は，このような不都合が生ずるこ
とから，預貯金債権を準共有債権とすること
には反対して，従来どおり，相続人の可分承
継されることを認めている（もっとも，払い
戻されたとしても，具体的相続分の算定の際
に考慮する，という分割考慮説を採用する）。
　鬼丸裁判官は，相続開始後に被相続人の預
貯金口座に入金があった場合，共同相続人は
当該預貯金口座を準共有することになり，し
たがって，遺産分割の対象となる，とした。
もっとも，この場合，預貯金の残高の変動に
よって，具体的相続分も変動することとなり，
具体的相続分の確定が遅れるなど，遺産分割
手続の問題が生じうる，としている。判例は，
相続開始後の預貯金債権への入金も含む代償
財産の取扱いについて，遺産分割の対象に含
まれない，としており（相続開始後の相続不
動産の売却代金債権について最判昭和54年2
月22日家月32巻1号149頁（前掲【5】），相
続開始後の賃料債権について，最判平成17
年9月8日民集59巻7号1931頁（前掲【16】）），
本決定（および本補足意見）が，当該判例に
どのような影響を及ぼすのかは，今後，検討
されるべきである（今後の判例が待たれる）。
　預貯金債権以外の可分債権について，木内
裁判官は，共同相続人の合意がない限り，遺
産分割の対象とはならず，相続開始と同時に
分割されると解するのが相当である，とする。
岡部裁判官もおそらく同旨だが，それについ
ては，具体的相続分の算定に加えるべきであ
る，とする。他方で，大橋裁判官は，預貯金
債権をも含む，すべての可分債権が分割承継
されるが，すべての可分債権が具体的相続分
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の算定に加えられるべきであるとする。大橋
裁判官は，前述のように，預貯金債権を払い
戻せない相続人の不都合を避けるために，預
貯金債権を，本決定のごとく，準共有債権と
することには賛成できず，可分債権であると
主張する。
7．まとめ
　以上，確認したように，本決定は，預貯金
債権も，相続開始と同時に当然に分割される
のではなく，遺産分割の対象となる，という
ものであった。最近の判例や裁判例の内容を
受け継ぐものであり，金融実務に配慮したも
のである，ということができる52）。
　本決定には賛成である。しかし，本決定の
理由づけについては，最近の判例や裁判例に
も言えるのだが，法理論的な理由づけが不足
しているように思われる。たとえば，前述の
ように，預貯金契約の準共有から，預貯金債
権の準共有，そして，それが遺産分割の対象
となることの法理論的な考察がなされていな
いように思われる。そもそも，この問題は，
遺産分割の対象，さらには，遺産共有の法的
性質（，さらには相続分の法的性質（法定相
続分なのか，具体的相続分なのか））をどう
考えるかに関わる問題である。したがって，
この問題を考えていくためには，原点に立ち
返って，遺産共有の法的性質をどう考えてい
くべきか，ということから，法理論的に考察
を進めていくべきではないかと考えている。
その際に参考になると考えるのが，「5．学説」
で挙げた米倉明の考え方である 53）。
　ところで，大谷裁判官，小貫裁判官，山崎
裁判官，小池裁判官，木澤裁判官の補足意見
でも取り上げられているように，共同相続人
に単独で預貯金の払戻しをする必要性が生じ
た場合に，共同相続人はどのようにしたら良
いか，金融機関はどのように対処していった
ら良いか，については，喫緊に解決しなけれ
ばならない問題である。
【補論　相続法改正について】
　本決定（最大決平成28年12月19日）によ
り，被相続人の預貯金債権は遺産分割の対象
とされた54）。本決定が出される以前から，相
続法の改正が議論されており，本決定が出さ
れた後で，本決定の内容も取り込むかたちで，
条文の改正と新設が行われた（「民法及び家
事事件手続法の一部を改正する法律（平成
30年 法 律 第72号 ）」， 一 部 の 規 定 を 除 き，
2019年7月1日から施行）55）。
　本決定により，相続人に，相続債務，葬儀
費用や生活費の需要が生じたとしても，相続
人が単独で，被相続人の預貯金債権の払戻し
を求めることができなくなった56）。このよう
な不都合に対して，遺産分割前の預貯金債権
について，家庭裁判所の仮分割の仮処分の要
件を緩和する家事事件手続法200条の改正と
ともに，家庭裁判所の判断を経ずに，預貯金
債権の一部の払戻しが認められるように，民
法909条の2が新設された。
　909条の2は，各共同相続人は，遺産分割
前に，裁判所の判断を経ずに，遺産に属する
預貯金債権のうち，①相続開始の時の債権額
の3分の1に法定相続分を乗じた額について，
②標準的な当面の必要生計費，平均的な葬式
の費用額，その他の事情を勘案して，預貯金
債権の債務者（金融機関）ごとに法務省令で
定める額を限度として，単独で預貯金債権を
行使できることを認めた57）。②の限度額は，
平成30年法務省令第29号（「民法909条の2
に規定する法務省令で定める額を定める省
令」）により，150万円とされる。また，909
条の2によって共同相続人が単独で行使した
預貯金債権については，当該共同相続人が遺
産の一部の分割により，これを取得したもの
とみなされる，とされた（909条の2，907条
も参照）。すなわち，後の遺産分割調停・審
判において，当該共同相続人は，909条の2
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によって，既に具体的相続分の一部の満足を
得ているものとみなされ，払戻によって具体
的相続分よりも多くの財産を得ていた場合に
は，清算義務を課されることになる。
　また，本決定で，大谷裁判官，小貫裁判官，
山崎裁判官，小池裁判官，木澤裁判官が補足
意見で言及していた仮分割の仮処分につい
て，従前は，家事事件手続法200条2項に基
づき，①遺産の分割の審判または調停の申立
てがあった場合に，②事件の関係人の急迫の
危険を防止するために必要があるときには，
③当該申立人またはその相手方の申立てに
よって，（④申立人が当該遺産を取得する蓋
然性があれば，）仮処分の申立てをして，仮
分割を求めることができた。本決定以降に，
相続法改正とともに，家事事件手続法200条
3項が新設されて，2項に規定するもののほ
かに，①遺産の分割の審判または調整の申立
てがあった場合に，②相続財産に属する債務
の弁済，相続人の生活費の支弁，その他の事
情により，遺産に属する預貯金債権の行使が
必要であると認められるときには，③他の共
同相続人の利益を害さない限りで，④当該申
立人またはその相手方が，遺産に属する特定
の預貯金債権の全部または一部を仮に取得す
ることができる，とされた58）。②は例示規定
とされ，葬儀費用，相続税の支払い，相続財
産の保存・管理費用の支払いなども含まれる，
とされる。③については，家事事件手続法
200条2項の要件②である事件の関係人の「急
迫の危険を防止する」必要性を緩和したもの
であり，一般的に，申立人の法定相続分の範
囲内で，預貯金債権を仮に取得させることに
なるだろう，と言われている。
　この二つの制度は，一方で，各共同相続人
が遺産から公平に財産の分配を受ける機会を
確保し（共同相続人間の公平性の確保），他
方で，遺産が分割されるまでの間，各共同相
続人の生活に支障がないように，最低限の手
当てがなされたもの（相続人の資金需要の必
要性への対応）と捉えることができる，とさ
れる59）。
　しかし，909条の2は，払戻を受けた預貯
金の使途を問うことなく，払戻しを認めるこ
とから，様ざまな用途のために用いられるこ
とになり，払戻しの上限が定められているこ
とから，各共同相続人の資金の需要を満たせ
ない可能性もある。このことから，909条の
2は，共同相続人の利益の保護を目的とした
制度というよりも，遺産分割前に共同相続人
の1人に，被相続人の預貯金を払い戻す金融
機関のリスク回避，免責の保証を目的とした
制度になっている，との評価もなされてい
る60）。
　また，909条の2によれば，相続開始後に，
当該預貯金の残高が何らかの事情で増加した
場合について，どうなるかは今後の判例・学
説の展開を待つことになる。
　ところで，909条の2により預貯金債権の
払い戻しを受けた共同相続人は，遺産の一部
の分割によりそれを取得したものとみなされ
ることになったが，そうした手続きを経ずに，
遺産の一部を処分した共同相続人が利得を得
ることは正当化できないことから，906条の
2が新設された。すなわち，906条の2は，1
項で，遺産分割前に，遺産に属する財産が処
分された場合，共同相続人は，その全員の同
意によって，当該処分された財産が遺産分割
時に遺産として存在するものとみなすことが
できる，とした。相続開始後，遺産分割前に
処分された遺産の価額を，相続開始時に有し
た財産の価額，すなわち，遺産分割の対象財
産の価額に含めるものである。2項では，遺
産に属する財産を処分した当該共同相続人に
ついては，その同意を得る必要はない，とさ
れた。たとえば，909条の2のような正式な
手続きを経ないで，遺産の一部の財産を処分
した共同相続人については，その同意を取る
必要はないと考えたのである。
 （了）
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